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　 （証券コード 5476）

　 平成24年６月８日

株 主 各 位　

　 東京都千代田区岩本町一丁目10番５号

　 日本高周波鋼業株式会社
　

代表取締役
社　　　長 大 西 功 一

第87回　定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第87回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出
席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面または電磁的方法により議決権を行使する

ことができますので、お手数ながら後記株主総会参考書類（42ページから49ページま

で）をご検討くださいまして、平成24年６月26日（火曜日）午後５時30分までに議決

権をご行使いただきますようお願い申し上げます。

　

【書面（議決権行使書）により議決権を行使される場合】

　同封の議決権行使書用紙に各議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使

期限までに到着するようご返送ください。

　

【インターネットによる議決権行使の場合】

　インターネットにより議決権行使サイト（http://www.it-soukai.com/）にアク

セスいただき、画面の案内に従って賛否を入力し、上記の行使期限までに議決権

を行使していただきますようお願い申し上げます。

　議決権行使サイト（http://www.it-soukai.com/）より議決権をご行使いただく

場合、その他議決権行使に関する事項は、50ページから51ぺージの「インターネ

ットでの議決権行使について」をご参照ください。

　なお、議決権行使書面とインターネットによる方法と重複して議決権を行使さ

れた場合は、インターネットによる議決権行使を有効なものといたします。

　

敬　具
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記

　

１．日 時 平成24年６月27日（水曜日）午前10時

２．場 所 東京都千代田区丸の内三丁目２番１号

　 　 東京會舘　11階「ゴールドルーム」　

３．株主総会の目的である事項

　 報 告 事 項 1.　第87期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類ならびに計算書類報告の件

　 　 2.　会計監査人および監査役会の第87期連結計算書類監査結

果報告の件

　 決 議 事 項 　

　 第１号議案 剰余金の処分の件

　 第２号議案 取締役７名選任の件

　 第３号議案 監査役２名選任の件

　 第４号議案 補欠監査役１名選任の件

４．招集にあたっての決議事項

　代理人により議決権を行使される場合は、代理人は議決権を有する他の株主１名

とさせていただきます。その際、株主様ご本人の議決権行使書用紙とともに、代理

権を証明する書面を当日に会場受付にご提出ください。

以　上　

　

　

　



　当日ご出席の場合は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く

ださいますようお願い申し上げます。

　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が

生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.koshuha.co.jp/）

において掲載させていただきます。
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（添付書類）

事　業　報　告

（平成23年４月１日から）平成24年３月31日まで
　

１．企業集団の現況に関する事項
　
(1) 事業の経過およびその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、上半期は東日本大震災の影響による企業

活動の停滞や原発事故による電力供給不足、円高の進行などにより、不安定な状況

で推移しました。下半期につきましても、震災の影響による停滞から持ち直しつつ

ありましたが、更なる円高の継続や欧州の財政危機による海外景気の減速、タイ洪

水による生産活動への影響など、回復の動きが鈍いまま推移しました。　

鉄鋼業界におきましては、３月は前年同月比で７ヶ月振りの増加となったものの、

年間の粗鋼生産量は前年度に比べ3.9％減少して、10,646万トンとなりました。

　特殊鋼業界におきましても、３月は前年同月比４ヶ月振りの増加となりましたが、

年間の特殊鋼熱間圧延鋼材の生産量は前年度に比べ3.2％減少して2,026万トンとな

りました。

　このような経済環境のもと、当社グループは新商品の市場投入などにより受注確

保に努めました。また、高付加価値製品の拡大や小ロット多品種への対応力強化お

よびコストダウンにも継続して取り組みました。その結果、当連結会計年度の業績

は売上高42,420百万円(前年同期比6.5％増)、営業利益691百万円(前年同期比18.8％

減)、経常利益731百万円(前年同期比13.7％減)、当期純利益614百万円(前年同期比

25.9%減)となりました。

　

①　部門別の状況

〔特殊鋼部門〕

　上半期は、東日本大震災の影響はあったものの、受注拡大努力等により、売上

高は前年同期を上回りましたが、下半期は、高水準の円高の継続、欧州の財政危

機、タイ洪水の影響等があり、主力の需要業界であるＨＤＤ（ハードディスクド

ライブ）向けや自動車関連など一部需要が低迷しました。その結果、当連結会計

年度の売上高は31,614百万円（前年同期比3.6％増）となりました。営業利益につ

きましては、原材料・燃料価格の上昇や労務費の増加に対し、コストダウンや販

売価格の改善に取り組みましたが、65百万円（前年同期比81.1％減）となりまし

た。

〔鋳鉄部門〕

　期初には震災影響があったものの、夏場以降、主力のトラック関連や産業機械

向けが堅調に推移したことや、従来から進めてきた新規ユーザーへの営業活動効

果等により、当連結会計年度の売上高は8,724百万円（前年同期比17.1%増）とな
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り、営業利益につきましても、565百万円（前年同期比21.0％増）となりました。

〔金型・工具部門〕

　自動車・建設機械関連需要は震災直後に減少いたしましたが、夏場以降、自動

車向け金型製品を中心に回復いたしました。その結果、当連結会計年度の売上高

は2,081百万円（前年同期比12.8%増）となり、営業利益は60百万円（前年同期比

56.5%増）となりました。

　

②　部門別販売状況
　 （金額：百万円）

部 門
前期・86期 当期・87期 増減率

（％）販売金額 構成比(％) 販売金額 構成比(％)

特殊鋼

工 具 鋼 12,376 31.1 13,003 30.6 +5.1

特 殊 合 金 10,754 27.0 10,633 25.1 -1.1

軸 受 鋼 他 7,394 18.6 7,977 18.8 +7.9

小 計 30,525 76.7 31,614 74.5 +3.6

鋳 鉄 7,451 18.7 8,724 20.6 +17.1

金 型 ・ 工 具 1,845 4.6 2,081 4.9 +12.8

合 計 39,822 100.0 42,420 100.0 +6.5

(上記の内、輸出額) (5,074) (12.7) (4,938) (11.6) (-2.7)
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(2) 対処すべき課題

　今後の見通しにつきましては、国内需要は震災復興のための公共投資や、エコカ

ー補助金の復活による自動車販売台数の増加などプラス要因が想定されます。一方、

海外需要については、中国を始めとした新興国での経済成長の鈍化が懸念されてお

ります。また欧州の財政危機やアメリカ経済の回復遅れによる円高の継続、原材料

価格の上昇および電力料金の大幅な値上げの可能性など、当社を取り巻く環境は依

然不透明な状況が続くと思われます。

　このような環境のもと、当社グループとしましては、中期課題である当社の独自

性の高い高付加価値製品の拡大を進めるとともに、製造面では特殊鋼業界でのトッ

プクラスの品質・コスト・納期の構築に取り組み、事業基盤の強化を図ってまいり

ます。加えて、電力価格や原材料・燃料の価格上昇に対しては、徹底したコストダ

ウンを図るとともに、同時に販売価格へ転嫁を進めていきます。

①特殊鋼部門

〔工具鋼分野〕

・国内では高抗張力鋼板用途向けなどに冷間プレス用金型鋼の拡販を進めると

ともに、エネルギー関連分野向けなどに素形材製品の拡販を進めます。

・海外向けについては、中国向け高級プラスチック金型鋼の本格拡大や、東南

アジアでの現地代理店との連携強化など、販売力を強化してまいります。

〔特殊合金分野〕

・ＨＤＤ、自動車、電子材料、エネルギー関連向けステンレス製品や特殊溶接

材料など当社の独自性の強い製品を拡大するとともに、新たな製品開発に向

けたマーケティング活動を継続して展開してまいります。

〔軸受鋼分野〕

・伸線能力などの増強投資を行い、付加価値の高い小細径製品を拡大するとと

もに、神戸製鋼グループの加工拠点として更なる生産性向上など競争力を強

化してまいります。

〔富山製造所〕

・品質面では高品質、高付加価値製品の拡大に向けて設備投資などを進めてま

いります。

・コスト面では調達コストの削減や合理化投資を進めてまいります。

・納期面では小ロット、多品種に対応した生産管理体制の構築を進めてまいり

ます。

・開発面では神戸製鋼との連携強化や当社の開発体制の強化を進めてまいりま

す。

②鋳鉄部門

・油圧部品、鉄道車両などの新分野の開拓により顧客層を拡大するとともに、

既存ユーザーへのシェア拡大、高付加価値品である機械加工品の拡販を進め

ます。また製造ラインのリフレッシュ工事を推進し、品質・コスト・納期の

競争力を強化してまいります。
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③金型・工具部門

・リードタイムの短縮と生産性の向上に努め、短納期対応・コスト低減を推進

します。また、将来の事業強化につながる新商品開発および新加工技術の確

立に取り組んでまいります。

④グループ共通

・当社グループは行動規範である「社会と共生し、信頼される企業グループを

目指す」を念頭におき、安全活動、環境保全、防災対策、人材育成を通じて

ＣＳＲ（企業の社会的責任）活動を推進してまいります。

・コンプライアンス体制、リスク管理体制、財務報告の信頼性を確保するため

の体制を継続し、株主や顧客の皆様の信頼に応えられる企業になるべく努力

してまいります。

　

　株主の皆様には今後ともより一層のご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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(3) 財産および損益の状況の推移

①　企業集団の財産および損益の状況

区 分
第84期

(平成20年度)
第85期

(平成21年度)
第86期

(平成22年度)

第87期
(平成23年度)
(当連結会計年度)

売 上 高 48,747 百万円   29,691 百万円   39,822 百万円   42,420 百万円

経 常 損 益 △224 百万円  △2,003 百万円  847 百万円  731 百万円

当 期 純 損 益 △1,560 百万円  △2,043 百万円  828 百万円  614 百万円

１株当たり当期純損益 △10.64 円  △13.93 円  5.65 円  4.19 円

総 資 産 40,961 百万円   39,693 百万円   41,773 百万円   41,708 百万円

純 資 産 19,721 百万円   17,533 百万円   18,336 百万円   19,017 百万円

（注）　百万円単位記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
　

②　当社の財産および損益の状況

区 分
第84期

(平成20年度)
第85期

(平成21年度)
第86期

(平成22年度)

第87期
(平成23年度)
(当　期)

売 上 高 37,223 百万円   21,420 百万円   28,589 百万円   29,560 百万円

経 常 損 益 △149 百万円  △1,770 百万円  536 百万円  219 百万円

当 期 純 損 益 △752 百万円  △1,840 百万円  746 百万円  323 百万円

１株当たり当期純損益 △5.13 円  △12.55 円  5.09 円  2.21 円

総 資 産 37,407 百万円   34,641 百万円   35,969 百万円   35,059 百万円

純 資 産 20,201 百万円   18,212 百万円   18,931 百万円   19,257 百万円

（注）　百万円単位記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
　

(4) 設備投資の状況

　当連結会計年度において実施した企業集団の設備投資の総額は1,393百万円であり、

主なものは当社の大型旋盤設置135百万円、回転超音波探傷装置67百万円、高周波鋳

造株式会社のＡＩＭ冷却ライン増設43百万円などであります。

　

(5) 資金調達の状況

　当連結会計年度における企業集団の設備投資資金は、自己資金により充当いたし

ました。当企業集団において増資、社債発行等による資金調達はありません。
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(6) 主要な事業内容（平成24年３月31日現在）

特殊鋼部門 ：鍛鋼品（ダイス鋼、プラスチック金型用鋼、その他精密鍛造材

他）圧延鋼材・同二次加工品（軸受鋼、特殊ステンレス鋼、特

殊合金他）

鋳鉄部門 ：自動車部品、建設機械部品、合金鉄製造用の鋳型等　各種鋳物

製品

金型・工具部門：各種金型および金型部品、各種特殊工具、完成バイト、付刃バ

イト、精密バイト、一般切削工具

　

(7) 主要な営業所および工場（平成24年３月31日現在）

特殊鋼部門 当社本社：東京都千代田区岩本町一丁目10番５号

　 支店 ：大阪（大阪府大阪市）、名古屋（愛知県名古屋市）

　 営業所 ：北関東（群馬県太田市）

　 製造所 ：富山製造所（富山県射水市）

　 ㈱カムス：北関東テクノセンター（群馬県太田市）

　 　 ：中部テクノセンター（愛知県瀬戸市）

鋳鉄部門 　 ：高周波鋳造株式会社・八戸工場（青森県八戸市）

金型・工具部門 　 ：高周波精密株式会社・市川工場（千葉県市川市）

　

(8) 従業員の状況（平成24年３月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

部 門 の 名 称 従 業 員 数

特 殊 鋼 748名

鋳 鉄 240名

金 型 ・ 工 具 120名

合 計 1,108名

　

②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前期比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

503名 +11名 40才６ヶ月 17年８ヶ月

（注）　上記従業員数には、出向者43名を含んでおりません。
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(9) 重要な親会社および子会社の状況（平成24年３月31日現在）

①　親会社との関係

　当社の親会社は株式会社神戸製鋼所で、同社は当社の株式を51.67％所有してお

ります。当社は同社から軸受鋼の二次加工を受託し、これを納入しております。

　また、同社からは社外取締役１名、社外監査役１名が就任しております。

　

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資本金 議決権比率 主要な事業内容

高 周 波 鋳 造 株 式 会 社 400百万円 100 ％ 鋳鉄製品の製造・販売

高 周 波 精 密 株 式 会 社 400　 100 　
金型、工具・機械部品等
の製造、販売

株 式 会 社 カ ム ス 300　 100 　
各種鋼材の加工・販売、
金属の熱処理、表面処理

エヌケイ精工株式会社 80　 100 　

金属の熱処理、酸洗、伸
線、引抜、センタレス等
の加工、鍛造品の製造、
加工および販売

麦卡発商貿(上海)有限公司 800千元
　 100 　

鋼材、合金材料、金属製
品の卸売、輸出入、アフ
ターサービスおよびその
他の関連付帯業務　

株式会社東北コアセンター 10百万円 (100) 　
鋳物用中子の製造、鋳鉄
製品の加工

（注）　麦卡発商貿(上海)有限公司を除く上記の重要な子会社は、連結対象子会社で
あります。なお、株式会社東北コアセンターは高周波鋳造株式会社を通じて
の間接子会社であり、括弧内は間接子会社としての議決権比率を示しており
ます。

　

(10)当社の主要な借入先および借入額（平成24年３月31日現在）

借 入 先 借入金残高

コベルコフィナンシャルセンター株式会社 4,700　 百万円
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２．当社の概況（平成24年３月31日現在）
　
(1) 株式に関する事項

①　発行可能株式総数 240,000,000株

②　発行済株式の総数 146,609,866株

　　　　　　　　　　　　（自己株式266,308株を除く）

　　（注）自己株式については失念株式1,000株が含まれております。　

③　株主数 14,571名

④　大株主

株 主 名 持 株 数 持株比率

株 式 会 社 神 戸 製 鋼 所 75,753千株 51.67％

浅 井 産 業 株 式 会 社 2,712　 1.85　

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 1,717　 1.17　

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 1,495　 1.02　

豊 田 通 商 株 式 会 社 1,100　 0.75　

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 885　 0.60　

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口１) 669　 0.46　

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口６) 618　 0.42　

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口３) 575　 0.39　

株 式 会 社 損 害 保 険 ジ ャ パ ン 495　 0.34　

　（注）持株比率は自己株式(266千株)を控除して計算をしております。

　

⑤　その他株式に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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(2) 会社役員の状況

①　取締役および監査役の状況（平成24年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

取締役社長
(代表取締役)

大 西 功 一 　

専務取締役
(代表取締役)

田 中 慶 壽 総務部、管理部、関係会社の担当

専務取締役 永 尾 卓 己
グループ技術部門・品質保証部門の総括および富
山製造所長
エヌケイ精工株式会社代表取締役社長　

常務取締役 古 瀬 　 司 営業本部長

常務取締役 林 田 敬 一
営業本部副本部長(兼)大阪支店長(兼)研究開発の
管掌
麦卡発商貿(上海)有限公司董事長

常務取締役 久留島　靖　章
グループ環境防災部門の総括および富山製造所副
所長(兼)同製造所製造部長

取 締 役 山 名 　 壽 富山製造所副所長(兼)同製造所技術部長

社外取締役
(非常勤)

平 賀 範 明
株式会社神戸製鋼所　鉄鋼事業部門線材条鋼商品
技術部長　

監 査 役
(常　勤)

緒 方 民 生 　

監 査 役
(非常勤)

竹 内 誠 一 　

社外監査役
(非常勤)

田 渕 啓 仁 　

社外監査役
(非常勤)

西 村 　 悟
株式会社神戸製鋼所　鉄鋼事業部門鉄鋼総括部担
当部長　

（注）1.　取締役　平賀範明氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
2.　監査役　田渕啓仁、西村悟の両氏は会社法第２条第16号に定める社外監査

役であります。
3.　当社は監査役　田渕啓仁氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立

役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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4.　事業年度中に退任した役員は次のとおりであります。

退任時の地位 氏 名
退任時の担当および重要な兼職

の状況
退任年月日

監 査 役
（常　勤） 伊 藤 俊 介 　

平成23年６月28日　
任期満了による退任　

　

②　当該事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額

区 分 人 数 報酬等の額

取 締 役
(内 社 外 取 締 役)

８名
（１名）

155,760千円
（180千円）

監 査 役
(内 社 外 監 査 役)

５名
（２名）

27,750千円
（4,980千円）

合 計 13名 183,510千円

（注）1.　上記には、平成23年６月28日開催の第86回定時株主総会終結の時をもって
退任した監査役１名を含んでおります。

2.　取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりま
せん。

3.　上記支給額のほか、使用人兼務取締役の使用人給与相当額7,920千円を支払
っております。

4.　株主総会の決議による取締役の報酬限度額は年額245百万円であります。
（平成２年６月28日開催の第65回定時株主総会決議）

5.　株主総会の決議による監査役の報酬限度額は年額44百万円であります。
（平成６年６月29日開催の第69回定時株主総会決議）

6.　上記支給額のほか、平成20年６月25日開催の第83回定時株主総会において、
役員退職慰労金制度の廃止に伴う打ち切り支給が承認可決され、実際の退
任日に支給されます。その対象者は第83期末時点の取締役（退任取締役を
除く）４名で、退任時に支払われる予定の退職慰労金の上限額は、総額
44,650千円となります。
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(3) 社外役員に関する事項

①　取締役　平賀範明

ア　他の法人等の業務執行者との重要な兼職に関する事項

株式会社神戸製鋼所 鉄鋼事業部門線材条鋼商品技術部長　

同社は当社の株式を51.67％保有する当社の親会社であります。　

イ　他の法人等の社外役員等との重要な兼職に関する事項

江陰法爾勝杉田弾簧製線有限公司 董事

神鋼新确弾簧鋼線（佛山）有限公司 董事

Kobe CH Wire(Thailand)Co.,Ltd. 社外取締役

Mahajak Kyodo Co.,Ltd. 社外取締役

神鋼ボルト株式会社 社外取締役

当社と各法人との間に重要な取引関係はありません。

ウ　主要取引先等特定関係事業者との関係

　該当事項はありません。

エ　当該事業年度における主な活動状況

　取締役会は19回開催中15回出席し、必要に応じ、主に技術に関する経験・見

地から発言を行っております。

オ　責任限定契約の内容の概要

　　該当事項はありません。

カ　当社の親会社または親会社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬

等の額

　該当事項はありません。

　

②　監査役　田渕啓仁

ア　他の法人等の業務執行者との重要な兼職に関する事項

該当事項はありません。  

イ　他の法人等の社外役員等との重要な兼職に関する事項

該当事項はありません。 　

ウ　主要取引先等特定関係事業者との関係

　該当事項はありません。

エ　当該事業年度における主な活動状況

　取締役会は19回開催中19回出席し、監査役会は14回開催中14回出席し、必要

に応じ取締役の職務が適正に執行されるよう質問、助言を行っております。
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オ　責任限定契約の内容の概要

　当社と監査役田渕啓仁氏は、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する

契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法

第425条第１項に定める額としております。

カ　当社の親会社または親会社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬

等の額

　該当事項はありません。

　

③　監査役　西村悟

ア　他の法人等の業務執行者との重要な兼職に関する事項

株式会社神戸製鋼所 鉄鋼事業部門鉄鋼総括部担当部長

　同社は当社の株式を51.67％保有する当社の親会社であります。　

イ　他の法人等の社外役員等との重要な兼職に関する事項

神鋼物流株式会社 社外取締役

ウ　主要取引先等特定関係事業者との関係

　該当事項はありません。

エ　当該事業年度における主な活動状況

　取締役会は19回開催中17回出席し、監査役会は14回開催中13回出席し、必要

に応じ取締役の職務が適正に執行されるよう質問、助言を行っております。

オ　責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。

カ　当社の親会社または親会社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬

等の額

　該当事項はありません。

　

(4) 会計監査人の状況

①　名称　　井上監査法人

②　報酬等の額

区 分 支 払 額

当社および子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額 21百万円

当社が会計監査人に支払うべき会計監査人としての報酬等の額 21百万円

（注）　当社と会計監査人との間の監査契約において、「会社法」に基づく監査と金
融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区
分できないため、上記の金額にはこれらの合計額を記載しております。

　

③　非監査業務の内容

　該当事項はありません。
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④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、原則

として、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、

監査役会の同意または請求により、会計監査人の解任または不再任に関する議案

を株主総会に提案いたします。

　

３．会社の業務の適正を確保するための体制および方針
　
　当社は、株式会社の業務の適正を確保するために必要な体制に関し、取締役会に

おいて次のとおり決議しております。

　

①　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制

　会社の業務執行が全体として適正かつ健全に行われるため、取締役会は企業統

治を一層強化する観点から、実効性ある内部統制システムの構築と会社による全

体としての法令定款遵守の体制の確立に努める。会社内にコンプライアンス委員

会を設置し、法令定款その他の社内規則および社会通念などを遵守した行動をと

るための基本方針および重要事項を定め、その周知徹底と遵守の推進を図る。法

令定款違反、社内規則違反あるいは社会通念に反する行為などの情報が経営者に

正しく伝わる制度（内部通報システム）により、通報者の保護を図るとともに透

明性を維持した的確な対処の体制を整備する。

　

②　財務報告の適正性確保のための体制整備

　「財務報告に係る内部統制基本規程」に従い財務報告の適正性を確保するため

の社内体制を整備する。

　

③　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　取締役会および経営会議等重要事項を審議する会議体における議事の経過の要

領およびその結果については、法令および社内規程の定めるところに従って議事

録を作成し、適切に保存・管理する。重要事項に係る決裁書等、職務の執行にか

かわる重要な文書等については、適切に作成・保存・管理する。

　

④　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　会社業務に関するリスク情報の収集と分析を行い、リスクを網羅的・統括的に

管理し、必要に応じ適切な会議体において確認評価し、その対処方針を審議・決

定する。
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⑤　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　社内規程に基づく職務権限・意思決定ルールにより、適正かつ効率的に職務の

執行が行われる体制を整備する。

　

⑥　当該株式会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務

の適正を確保するための体制

　関係会社の経営については「関係会社管理規程」に従い、その自主性を尊重し

つつ、重要な意思決定に際しては当社主管部門と協議または報告を行うこととす

る。当社コンプライアンス委員会がグループ企業全体のコンプライアンスを統括・

推進する。同時にグループ各社は、それぞれ業務の適正の確保に必要なコンプラ

イアンス体制を整備する。

　

⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項

　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、監査役の

職務遂行を補助するための使用人を監査室に置く。

　

⑧　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　当該使用人の人事異動および業績評価については、監査役と協議する。

　

⑨　取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関

する体制

　取締役および使用人は、職務執行に関して重大な法令、定款違反もしくは不正

行為の事実、または会社に著しい損害をおよぼすおそれある事実を知ったときは、

遅滞なく監査役会に報告する体制を整備する。取締役および使用人は、職務執行

に関して監査役会および監査役から要請があった場合は、監査役会および監査役

に職務の執行状況について報告する体制を整備する。

　

⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　代表取締役は、監査役と可能なかぎり会合を持ち、業務報告とは別に会社運営

に関する意見の交換のほか、意思の疎通を図るものとする。取締役会は、業務の

適正を確保するうえで重要な業務執行の会議への監査役の出席を確保する。

　

　

　

　

　事業報告中の記載金額および株数は、表示単位未満の端数を切り捨てております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成24年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 41,708 百万円 負 債 の 部 22,690 百万円

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

預 け 金

受取手形及び売掛金

製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無形固定資産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

22,260

115

318

9,799

2,962

4,758

3,784

387

144

△12

19,448

17,998

3,330

5,759

8,507

165

234

60

44

15

1,389

918

3

178

314

△24

　

流 動 負 債 16,614 　

支払手形及び買掛金 7,613 　

短 期 借 入 金 5,429 　

長期借入金(１年以内返済) 156 　

未 払 金 523 　

未 払 費 用 2,125 　

未 払 法 人 税 等 82 　

賞 与 引 当 金 412 　

そ の 他 270 　

固 定 負 債 6,076 　

長 期 借 入 金 164 　

退職給付引当金 3,067 　

役員退職慰労引当金 83 　

土地再評価に係る
繰 延 税 金 負 債

2,076 　

繰 延 税 金 負 債 0 　

そ の 他 684 　

純 資 産 の 部 19,017 　

株 主 資 本 17,863 　

資 本 金 15,669 　

資 本 剰 余 金 1,728 　

利 益 剰 余 金 499 　

自 己 株 式 △34 　

その他の包括利益累計額 1,154 　

その他有価証券評価差額金 126 　

土地再評価差額金 1,028 　

資 産 合 計 41,708 　 負債・純資産 合計 41,708 　
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連 結 損 益 計 算 書

（平成23年４月１日から）平成24年３月31日まで

科 目 金 額
　 百万円 百万円

売 上 高     　 42,420　

売 上 原 価     　 38,109　

売 上 総 利 益     　 4,310　

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     　 3,619　

営 業 利 益     　 691　

営 業 外 収 益     　     　

受 取 利 息 及 び 配 当 金 29　     　

受 取 賃 貸 料 39　     　

保 険 配 当 金 43　     　

助 成 金 収 入 5　     　

そ の 他 の 収 益 100　 219　

営 業 外 費 用     　     　

支 払 利 息 56　     　

売 上 債 権 売 却 損 28　     　

出 向 者 人 件 費 負 担 金 5　     　

休 業 費 用 1　     　

支 払 補 償 費 28　     　

そ の 他 の 費 用 59　 179　

経 常 利 益     　 731　

特 別 利 益     　     　

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益 1　 1　

特 別 損 失     　     　

固 定 資 産 処 分 損 56　     　

投 資 有 価 証 券 評 価 損 1　     　

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 0　     　

災 害 に よ る 損 失 33　 92　

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益     　 639　

法人税、住民税及び事業税 75　     　

法 人 税 等 調 整 額 △49　 25　

少数株主損益調整前当期純利益     　 614　

当 期 純 利 益     　 614　
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連結株主資本等変動計算書

（平成23年４月１日から）平成24年３月31日まで
（単位：百万円）

　

株 主 資 本 その他の包括利益累計額

純資産
合 計資本金

資 本
剰余金

利 益
剰余金

自己株式
株主資本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

土地再評価
差 額 金

その他の
包括利益
累 計 額
合 計

当 期 首 残 高 15,669 1,728 105 △33 17,469 132 734 866 18,336

当 期 変 動 額                                     

剰 余 金 の 配 当         △219     △219             △219

当 期 純 利 益         614     614             614

自 己 株 式 の 取 得             △0 △0             △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

                    △6 294 287 287

当 期 変 動 額 合 計 － － 394 △0 393 △6 294 287 681

当 期 末 残 高 15,669 1,728 499 △34 17,863 126 1,028 1,154 19,017
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連　結　注　記　表
　

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
　
1.　連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称　

連結子会社の数　　　　　　　　　５社
主要な連結子会社の名称：高周波鋳造㈱、高周波精密㈱、㈱カムス

(2) 非連結子会社の名称等
非連結子会社の名称：麦卡発商貿（上海）有限公司

連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、当連結会計年度に設立し、総資産、売上高、当期純損益及
び利益剰余金等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないた
め、連結の範囲から除外しております。　

　
2.　持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社１社（麦卡発商貿（上海）有限公司）及
び関連会社１社（㈱北熱）は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽
微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外し
ております。

　
3.　会計処理基準に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

1)　有価証券
イ)．満期保有目的の債券 ………… 償却原価法（定額法）
ロ)．その他有価証券

時価のあるもの …………… 期末日の市場価格等に基づく時価法
　 （評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの …………… 移動平均法による原価法

2)　たな卸資産 ……………………… 通常の販売目的で保有するたな卸資産
　 主として総平均法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法により算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
1)　有形固定資産 ……………………

（リース資産を除く）
主として定率法（当社富山製造所の機械及
び装置は定額法）によっております。ただ
し、平成10年４月１日以降取得した建物（建
物附属設備を除く）については、定額法に
よっております。
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2)　無形固定資産 ……………………
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、
社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法を採用しております。

3)　リース資産 ……………………… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に
係るリース資産

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零
とする定額法を採用しております。

　 なお、所有権移転外ファイナンス・リース
取引のうち、リース取引開始日が平成20年
３月31日以前のリース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処
理によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準
1)　貸倒引当金 ……………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討して回収不能見込額を計上
しております。

2)　賞与引当金 ……………………… 従業員に対する賞与の支払に充てるため、
将来の支給見込額に基づき計上しておりま
す。

3)　退職給付引当金 ………………… 従業員の退職給付に備えるため、当連結会
計年度末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき計上しております。
過去勤務債務については、その発生時に一
括処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15
年）による定額法により、翌連結会計年度
から費用処理することとしております。

4)　役員退職慰労引当金 …………… 役員の退職に際し支給する退職金に充てる
ため、内規に基づく期末要支給額を計上し
ております。

(4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項
1)　消費税等の会計処理 …………… 税抜方式によっております。
2)　連結納税制度を適用しております。
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追加情報
　
　　当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、
「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21
年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
　
　

連結貸借対照表に関する注記
　
1.　有形固定資産の減価償却累計額　…………… 48,763百万円
　
2.　土地の再評価　……………… 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布　法律第34号）及び「土地の再評価に関す
る法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31
日公布　法律第19号）に基づき、事業用の土地の
再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額
を「土地再評価に係る繰延税金負債」として負債
の部に、これを控除した金額を「土地再評価差額
金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法　……………… 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年
３月31日公布　政令第119号）第２条第４号に定め
る地価税法の時価（路線価）に合理的な調整を行
って算定する方法によって算出しております。

再評価を行った年月日　…… 平成14年３月31日
再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

…… △2,284百万円
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
　
1.　連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 146,876,174株
　
2.　剰余金の配当に関する事項
　(1) 配当金支払額

決　　議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成23年６月28日
定時株主総会

普 通 株 式 219 1.5 平成23年３月31日 平成23年６月29日

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計
年度となるもの

　　次のとおり、決議を予定しております。

決 議 株式の種類
配当金の
総額

(百万円)
配当の原資

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成24年６月27日
定時株主総会

普通株式 　　 　219 利益剰余金 1.5 平成24年３月31日平成24年６月28日
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金融商品に関する注記
　
1.　金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、設備投資については自己資金にて行なうことを原則としてお
ります。資金の運用・調達については、神戸製鋼所グループのキャッシュ・マネ
ジメント・サービスに参加しており、一時的な余資の預け入れや短期的な運転資
金は同サービスにより調達しております。デリバティブは一切利用しておらず、
投機的な取引は行わない方針であります。

　
(2) 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、そのうち上場
株式については、市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日
であります。
　借入金は運転資金の調達を目的としたものであります。このうち一部は、金利
の変動リスクに晒されております。

　
(3) 金融商品に係るリスク管理体制
1)　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　当社は、営業規程に従い、営業債権について、各営業部が主要な取引先の状
況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するととも
に、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
連結子会社についても、同様の管理を行っております。

2)　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
　当社及び連結子会社は、借入金については短期が大半であり、金利について
は、リスクヘッジ手段を講じておりません。
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況
等を把握し、また、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に
見直しております。　

3)　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）
の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更
新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しておりま
す。連結子会社においても同様の管理を行っております。
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2.　金融商品の時価等に関する事項
　平成24年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及
びこれらの差額については、次のとおりであります。
 （単位：百万円）

 連結貸借対照表
計上額（＊）

時価（＊） 差 額

(1) 現金及び預金 115 115 －

(2) 預け金 318 318 －

(3) 受取手形及び売掛金 9,799 9,799 －

(4) 投資有価証券 395 395 －

(5) 支払手形及び買掛金 (7,613) (7,613) －

(6) 短期借入金 (5,429) (5,429) －

(7) 長期借入金（１年以内返済を含む） (320) (320) 0

（＊）　負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

　

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、(2) 預け金 並びに (3) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

(4) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負　債

(5) 支払手形及び買掛金、並びに (6) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

(7) 長期借入金（１年以内返済を含む）

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いて算定する方法によっております。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額523百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・

フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「(4) 投資有価証券」には含めておりません。

　

１株当たり情報に関する注記
　
1.　１株当たり純資産額　…………………………………… 129円72銭
2.　１株当たり当期純利益　………………………………… 4円19銭
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その他の注記
　
　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（平成24年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部 35,059 百万円 負 債 の 部 15,801 百万円

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
預 け 金
受 取 手 形
売 掛 金
製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有形固定資産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車輌及び運搬具
工具器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

無形固定資産
施 設 利 用 権
ソ フ ト ウ エ ア

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 出 資 金
関係会社長期貸付金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

17,008
58
181
693

6,166
1,590
4,364
3,287

66
251
237
125
△13

18,050
14,872
2,327
305

4,833
33
109

7,102
160
40
5
34

3,136
892

1,688
1
9

300
109
150
△14

　

流 動 負 債 12,023 　

支 払 手 形 323 　

買 掛 金 4,391 　

短 期 借 入 金 4,700 　

リ ー ス 債 務 9 　

未 払 金 463 　

未 払 費 用 1,644 　

未 払 法 人 税 等 34 　

未 払 消 費 税 等 111 　

賞 与 引 当 金 208 　

そ の 他 136 　

固 定 負 債 3,778 　

リ ー ス 債 務 12 　

退職給付引当金 1,683 　

土地再評価に係る
繰 延 税 金 負 債

1,614 　

長 期 預 り 金 428 　

そ の 他 38 　

純 資 産 の 部 19,257 　

株 主 資 本 19,135 　

資 本 金 15,669 　

資 本 剰 余 金 1,728 　

資 本 準 備 金 1,728 　

利 益 剰 余 金 1,771 　

利 益 準 備 金 168 　

その他利益剰余金 1,603 　

繰越利益剰余金 1,603 　

自 己 株 式 △34 　

評価・換算差額等 121 　

その他有価証券評価差額金 124 　

土地再評価差額金 △3 　

資 産 合 計 35,059 　 負債・純資産合計 35,059 　
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損 益 計 算 書

（平成23年４月１日から）平成24年３月31日まで

科 目 金 額
　 百万円 百万円

売 上 高     　 29,560　

売 上 原 価     　 27,666　

売 上 総 利 益     　 1,893　

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     　 1,813　

営 業 利 益     　 80　

営 業 外 収 益     　     　

受 取 利 息 及 び 配 当 金 137　     　

受 取 賃 貸 料 263　     　

そ の 他 の 収 益 134　 536　

営 業 外 費 用     　     　

支 払 利 息 59　     　

出 向 者 人 件 費 負 担 金 102　     　

貸 与 資 産 減 価 償 却 費 142　     　

そ の 他 の 費 用 93　 397　

経 常 利 益     　 219　

特 別 利 益     　     　

ゴ ル フ 会 員 権 売 却 益 1　 1　

特 別 損 失     　     　

固 定 資 産 処 分 損 40　     　

災 害 に よ る 損 失 26　 67　

税 引 前 当 期 純 利 益     　 153　

法人税、住民税及び事業税 △134　     　

法 人 税 等 調 整 額 △36　 △170　

当 期 純 利 益     　 323　
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株主資本等変動計算書

（平成23年４月１日から）平成24年３月31日まで
（単位：百万円）

　

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産
合 計

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計

その他
有価証
券評価
差額金

土 地
再評価
差額金

評価・
換 算
差額等
合 計

資 本
準備金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他
利 益
剰余金 利 益

剰余金
合 計繰 越

利 益
剰余金

当 期 首 残 高 15,669 1,728 1,728 146 1,521 1,668 △33 19,032 130 △231 △101 18,931

当 期 変 動 額                                                 

剰 余 金 の 配 当             21 △241 △219     △219             △219

当 期 純 利 益                 323 323     323             323

自 己 株 式 の 取 得                         △0 △0             △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

                                △5 228 223 223

当 期 変 動 額 合 計 － － － 21 81 103 △0 102 △5 228 223 326

当 期 末 残 高 15,669 1,728 1,728 168 1,603 1,771 △34 19,135 124 △3 121 19,257
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個　別　注　記　表
　

重要な会計方針に係る事項に関する注記
　
1.　資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券

満期保有目的の債券 ……………… 償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式 …… 移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの …………… 期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの …………… 移動平均法による原価法
(2) たな卸資産 ………………………… 通常の販売目的で保有するたな卸資産

　 総平均法による原価法（貸借対照表価額は
収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）

　
2.　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 ………………………
（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、富山
製造所の機械及び装置並びに平成10年４月
１日以降取得した建物（建物附属設備は除
く）については、定額法を採用しておりま
す。

無形固定資産 ………………………
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利
用のソフトウエアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づく定額法を
採用しております。

リース資産 ………………………… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に
係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零
とする定額法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース
取引のうち、リース取引開始日が平成20年
３月31日以前のリース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処
理によっております。
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3.　引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金 ………………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討して回収不能見込額を計上
しております。

(2) 賞与引当金 ………………………… 従業員に対する賞与の支払に充てるため、
将来の支給見込額に基づき計上しておりま
す。

(3) 退職給付引当金 …………………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年
度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき計上しております。
過去勤務債務については、その発生時に一
括処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15
年）による定額法により、翌事業年度から
費用処理することとしております。

　
4.　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) 消費税等の会計処理 ……………… 税抜方式によっております。
(2) 連結納税制度を適用しております。

　
　

追加情報
　
　　当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会
計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12
月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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貸借対照表に関する注記
　
1.　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権　……………………………… 3,923百万円
短期金銭債務　……………………………… 1,707百万円

　
2.　有形固定資産の減価償却累計額　……………… 42,115百万円
　
3.　保証債務の明細

被保証者 保 証 金 額 被保証債務の内容

㈱ カ ム ス 877百万円 コベルコフィナンシャルセンター
㈱に対する子会社債務についての
経営指導念書の差入れ高 周 波 精 密 ㈱ 171百万円

合　　　　　計 1,049百万円  　　　　　　　－

　
4.　土地の再評価　……………… 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布　法律第34号）及び「土地の再評価に関す
る法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31
日公布　法律第19号）に基づき、事業用の土地の
再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額
を「土地再評価に係る繰延税金負債」として負債
の部に、これを控除した金額を「土地再評価差額
金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法　……………… 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年
３月31日公布　政令第119号）第２条第４号に定め
る地価税法の時価（路線価）に合理的な調整を行
って算定する方法によって算出しております。

再評価を行った年月日　…… 平成14年３月31日
再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

…… △2,284百万円
　
損益計算書に関する注記
　
関係会社との取引高
 営業取引による取引高　　 　

売上高　……………………………………… 14,104百万円
仕入高　……………………………………… 7,221百万円

 営業取引以外の取引高　………………………… 　679百万円
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株主資本等変動計算書に関する注記
　
自己株式に関する事項
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数
普通株式 265,308株

　

税効果会計に関する注記
　
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産） 　

貸倒引当金 5百万円
賞与引当金 79
退職給付引当金 609
臨時償却費否認額 50
税務上の繰越欠損金 1,168
その他 184
繰延税金資産小計 2,097
評価性引当額 △1,677
繰延税金資産合計 420

（繰延税金負債）  
その他有価証券評価差額金 59
繰延税金負債合計 59
繰延税金資産の純額 361
土地再評価に係る繰延税金負債 1,614

　

リースにより使用する固定資産に関する注記
　
貸借対照表に計上した固定資産のほか、所有権移転外ファイナンス・リース契約に
より使用している主要な固定資産として機械及び装置（工作機械及び検査機器）、
工具器具及び備品（電子計算機）、車輌及び運搬具（乗用車）があります。
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関連当事者との取引に関する注記
　
1.　親会社及び法人主要株主等

種類 会社等の名称 所在地 資本金 事業の内容
議 決 権 等
の 所 有
(被所有)割合

関連当事者との関係

親会社
株式会社
神戸製鋼所

兵庫県
神戸市
中央区

百万円 鉄鋼、非鉄、
機械などの
製造販売

（被所有）
直接

51.8％

㈱神戸製鋼所製品の購入
並びに当社製品の販売233,313

　
取引内容 取引金額 科目 期末残高

営業取引

原材料等の購入
百万円

買掛金
百万円

5,430 1,492

その他 62 前払費用 43

特殊鋼製品等
の販売

8,964 売掛金 1,698

営業取引以
外の取引

システム運用
支援収益　他

82 － －

（注）1.　上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高
には消費税等が含まれております｡

2.　取引条件及び取引条件の決定方針等
(1) 原材料の購入については、市場の実勢価格をみて価格交渉の上、決定

しております。
(2) 特殊鋼製品等の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希

望価格を提示し、価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定してお
ります。

　
2.　子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称 所在地 資本金 事業の内容
議 決 権 等
の 所 有
(被所有)割合

関連当事者との関係

子会社
株式会社
カムス

群馬県
太田市

百万円 各種鋼材の加
工・販売、金属
の熱処理、表面
処理

 所有
 直接

100％

当社製品の販売及び熱処
理業務
債務保証　
役員の兼任

300

　
取引内容 取引金額 科目 期末残高

営業取引以
外の取引

債務保証
百万円

877
　
－

　
－

　(注)　取引条件及び取引条件の決定方針等
　　　　　㈱カムスのコベルコフィナンシャルセンター㈱よりの運転資金の借入れに
　　　　　つき、債務保証を行ったものであり、保証料の受領は行っておりません。
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3.　兄弟会社等

種類 会社等の名称 所在地 資本金 事業の内容
議 決 権 等
の 所 有
(被所有)割合

関連当事者との関係

同一の親
会社をも
つ会社

コベルコフィナ
ンシャルセンタ
ー株式会社

東京都
品川区

百万円 金銭貸借、出
納､ 債権の売買
等の金融業務

なし
グループの資金効率向上のた
め、余資を預入れ及び運転資
金の借入れ

25

　
取引内容 取引金額 科目 期末残高

営業取引以
外の取引

余資の預入れ 百万円 預け金 百万円

185 181
余資の預入れに
伴う受取利息

0 － －

運転資金の借入れ 4,992 短期借入金 4,700

運転資金の借入れ
に伴う支払利息

38 － －

（注）1.　預け金と短期借入金の取引金額については、期中平均残高を記載してお
ります。

2.　取引条件及び取引条件の決定方針等
余資の預入れ及び運転資金の借入れに対する利息については、市場金利
を勘案の上、コベルコフィナンシャルセンター㈱より提示を受けて決定
しております。
　

１株当たり情報に関する注記
　
1.　１株当たり純資産額　………………………………… 131円35銭
2.　１株当たり当期純利益　……………………………… 2円21銭
　

その他の注記
　
　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成24年５月９日　

　 日本高周波鋼業株式会社 　

　 取 締 役 会　御中 　

　 　 　

　 井　上　監　査　法　人 　

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士 萱 嶋 秀 雄 

代表社員
業務執行社員

公認会計士 平 松 正 己 
　

　 　
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本高周波鋼業株
式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の連
結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これ
には、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適
正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任　
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立
場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、
我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これ
に基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手
するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不
正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づい
て選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用
した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し
たと判断している。　
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監査意見　
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠して、日本高周波鋼業株式会社及び連
結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に
より記載すべき利害関係はない。

以　上
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会計監査人の監査報告書　謄本

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成24年５月９日　

　 日本高周波鋼業株式会社 　

　 取 締 役 会　御中 　

　 　 　

　 井　上　監　査　法　人 　

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士 萱 嶋 秀 雄 
代表社員
業務執行社員

公認会計士 平 松 正 己 
　

　 　
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本高周波
鋼業株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第87期事業
年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
　
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類
及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立
場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るた
めに、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について
監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の
判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚
偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する
ために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計
算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し
たと判断している。
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監査意見　
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において
一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及
びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。
　
利害関係　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に
より記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

　 監　査　報　告　書 　

　 　当監査役会は、平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第87期事業年
度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下
のとおり報告いたします。
　
１．監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施
状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を
図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他
重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及
び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事
業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要な
ものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関
する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統
制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に
ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしま
した。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報
の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方
法に基づき、当該事業年度に係わる事業報告及びその附属明細書について検
討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して
いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職
務の遂行が適正に行なわれることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28
日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて
説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附
属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正
しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す
る重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職
務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人井上監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人井上監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　

　

　 平成24年５月11日 　

　 日本高周波鋼業株式会社　監査役会 　

　

常勤監査役 緒 方 民 生 

監査役 竹 内 誠 一 

社外監査役 田 渕 啓 仁 

社外監査役 西 村 　 悟 
　

　

　 　 　

以　上　
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　株主総会参考書類
　

議案および参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

　当社は、業績の水準や配当性向とともに、持続的成長のための投資資金として

の内部留保も考慮し、安定的・継続的な配当を行うことを方針としております。

第87期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに企業体質の強化を勘案い

たしまして、次のとおりといたしたいと存じます。

１．配当財産の種類　

　金銭

２．株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　当社普通株式１株当たり金１円50銭　　　　総額　219,916,299円

３．剰余金の配当が効力を生じる日

　平成24年６月28日　
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第２号議案　取締役７名選任の件

　取締役８名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役

７名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
株 式 の 数

１

お お

大
に し

西
こ う

功
い ち

一
（昭和22年７月16日生）

昭和46年４月　株式会社神戸製鋼所入社

平成６年４月　同社鉄鋼事業本部生産本部加古

川製鉄所技術部技術企画室長

平成７年１月　同社鉄鋼事業本部生産本部加古

川製鉄所計画室長

平成７年10月　同社鉄鋼事業本部加古川製鉄所

計画管理部長

平成11年４月　同社鉄鋼カンパニー生産本部生

産技術部長

平成12年６月　同社鉄鋼部門生産本部生産技術

部長(理事)

平成13年10月　同社鉄鋼部門鉄鋼総括部技術総

括担当理事

平成14年６月　同社執行役員

平成16年４月　同社常務執行役員

平成19年４月　同社専務執行役員

平成22年４月　当社顧問

平成22年６月　当社代表取締役社長

(現在に至る)

39,000株

２

た

田
な か

中
よ し

慶
ひ さ

壽
（昭和24年９月10日生）

昭和49年４月　株式会社神戸製鋼所入社

平成10年４月　同社鉄鋼事業本部企画管理部担

当部長

平成11年４月　同社経営企画部企画担当部長

平成14年１月　当社管理部長

平成15年12月　当社管理部長(兼)総務部長(兼)

新分野開発室長

平成16年４月　当社管理部長

平成16年６月　当社取締役　

平成19年６月　当社常務取締役

平成20年６月　当社代表取締役常務取締役

平成23年６月　当社代表取締役専務取締役　総

務部、管理部、関係会社の担当

　　　　　　　(現在に至る)

38,000株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
株 式 の 数

３

こ

古
せ

瀬 　
つかさ

司

（昭和26年10月３日生）

昭和50年４月　株式会社神戸製鋼所入社

平成７年５月　同社鉄鋼事業本部海外事業企画

部副部長

平成11年４月　同社鉄鋼カンパニー企画管理部

担当部長

平成13年６月　同社人事労政部付（KOBE STEEL

USA INC.）

平成18年１月　当社条鋼本部副本部長 (部長格)

平成18年６月　当社取締役

平成20年６月　当社常務取締役

平成23年４月　当社常務取締役　営業本部長

　　　　　　　(現在に至る)

49,000株

４

はやし

林
だ

田
け い

敬
い ち

一
（昭和27年３月31日生）

昭和51年４月　当社入社

平成13年４月　当社富山製造所工具鋼技術部長

(兼)同部工具鋼技術室長

平成14年４月　当社工具鋼本部技術部長(兼)同

部技術室長

平成17年４月　当社工具鋼本部副本部長(兼)技

術部長

平成17年６月　当社取締役

平成21年６月　当社常務取締役

平成24年４月　当社常務取締役　営業本部副本

部長（兼）研究開発の管掌　

(現在に至る)　

（重要な兼職の状況）

麦卡発商貿（上海）有限公司董事長　

34,000株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
株 式 の 数

５

く

久
る

留
し ま

島
や す

靖
あ き

章
（昭和30年11月２日生）

昭和55年４月　当社入社

平成16年４月　当社富山製造所品質保証室長(部

長格）

平成18年７月　当社富山製造所製造部圧延室長

(部長格)

平成20年４月　当社富山製造所副所長(兼)同所

製造部長(兼)業務部長

平成20年６月　当社取締役

平成23年６月　当社常務取締役

平成24年４月　当社常務取締役　グループ環境

防災部門の総括および富山製造

所副所長

(現在に至る)

40,000株

６

や ま

山
な

名 　
ひさし

壽
（昭和31年12月10日生）

昭和56年４月　株式会社神戸製鋼所入社

平成11年６月　同社鉄鋼カンパニー鋳鍛鋼事業

部鋳鍛鋼工場製造部素材室長

平成13年４月　同社鉄鋼部門生産本部加古川製

鉄所技術研究センター製鋼研究

開発室長

平成14年４月　同社鉄鋼部門神戸製鉄所銑鉄・

製鋼部製鋼技術室長

平成15年４月　同社鉄鋼部門神戸製鉄所銑鉄・

製鋼部長

平成17年４月　同社鉄鋼部門鋳鍛鋼事業部鋳鍛

鋼工場製造部長

平成18年４月　同社鉄鋼部門鋳鍛鋼事業部鋳鍛

鋼工場長

平成20年４月　当社富山製造所製造部担当部長

平成20年６月　当社富山製造所製造部長

平成23年４月　当社富山製造所技術部長

平成23年６月　当社取締役　富山製造所副所長

(兼)同所技術部長

(現在に至る)

11,000株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
株 式 の 数

７

ひ ら

平
が

賀
の り

範
あ き

明
（昭和33年３月25日生）

昭和56年４月　株式会社神戸製鋼所入社

平成６年１月　同社鉄鋼事業本部生産本部神戸

製鉄所圧延部圧延室長

平成８年４月　同社鉄鋼事業本部加古川製鉄所

熱延・線材部線材室長

平成14年４月　同社鉄鋼部門神戸製鉄所条鋼技

術部条鋼技術室長

平成17年４月　同社鉄鋼部門鉄鋼総括部担当部

長

平成17年５月　同社鉄鋼部門鉄鋼総括部付

(KOBE STEEL ASIA PTELTD.)

平成17年９月　同社鉄鋼部門鉄鋼総括部付(神鋼

線材加工(佛山)有限公司)

平成20年７月　同社鉄鋼部門線材条鋼商品技術

部担当部長(兼)同部門海外事業

推進部担当部長

平成21年４月　同社鉄鋼部門線材条鋼商品技術

部長

平成21年６月　当社非常勤取締役

　　　　　　　(現在に至る)

平成22年４月　株式会社神戸製鋼所鉄鋼事業部

門線材条鋼商品技術部長　

(現在に至る)

0株

（注）1.　各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

2.　林田敬一氏は平成24年６月27日をもって麦卡発商貿（上海）有限公司董事

長を辞任により退任される予定であります。

3.　久留島靖章氏は平成24年６月12日にエヌケイ精工株式会社の代表取締役社

長に就任を予定しております。

4.　平賀範明氏は社外取締役候補者であります。

5.　平賀範明氏は、鉄鋼会社における豊富な経験・実績、見識を有し、社外取

締役として当社経営に資するところが大きいと判断し、候補者としており

ます。なお、同氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって

３年であります。
　

なお、会社法施行規則第74条に定める、取締役の選任に関する議案に記載すべ

き事項につきましては、上記の他に特記すべき事項はありません。



－ 47 －

第３号議案　監査役２名選任の件

　現監査役のうち、竹内誠一、田渕啓仁の両氏は本総会終結の時をもって任期満
了となりますので、監査役２名の選任をお願いするものであります。
　監査役候補者は次のとおりであります。
　なお、本議案の提出につきましては、予め監査役会の同意を得ております。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位および
重要な兼職の状況

所有する当社
株 式 の 数

※１

ちゅう

中
じょう

條
よ し

芳
は る

治
（昭和29年４月５日生）

昭和52年４月　株式会社神戸製鋼所入社

平成３年１月　同社財務本部資金部外資室主任

部員

平成３年４月　同社資金本部国際金融部国際金

融室主任部員

平成７年１月　同社人事部付

　　　　　　　(KOBE STEEL USA INC.)

平成11年10月　同社財務部主任部員

平成13年９月　同社財務部主任部員（兼）鉄鋼

部門ＩＰＰ本部発電部主任部員

平成14年４月　同社財務部担当部長（兼）鉄鋼

本部ＩＰＰ本部発電部主任部員

平成14年６月　当社非常勤監査役

平成18年６月　当社管理部財務担当部長

平成21年６月　株式会社カムス常務取締役

　　　　　　　(現在に至る)　

0株

２

た

田
ぶ ち

渕
け い

啓
じ

仁
(昭和17年８月４日生)

昭和41年４月　日本郵船株式会社入社

平成５年６月　同社不定期専用船・油槽船本部

電力炭グループ長

平成７年６月　同社貨物第三部電力炭グループ

長

平成８年６月　同社電力炭グループ長

平成９年６月　同社取締役　コンテナ営業管理

グループ長

平成12年６月　近海郵船株式会社代表取締役常

務取締役

平成13年６月　同社代表取締役専務取締役

平成14年１月　旭海運株式会社代表取締役社長

平成20年６月　同社取締役相談役

平成21年６月　同社相談役

平成22年６月　当社非常勤監査役

(現在に至る)

7,000株
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（注）1.　※印は、新任の監査役候補者であります。
2.　各監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
3.　中條芳治氏は平成24年６月15日をもって株式会社カムス常務取締役を任期

満了により退任される予定であります。
4.　田渕啓仁氏は社外監査役候補者であります。
5.  田渕啓仁氏を社外監査役候補者とした理由は、長年にわたる経営者として

の豊富な経験と幅広い見識を当社の監査に反映していただくことを期待し
たためであります。なお、同氏の当社社外監査役就任期間は、本総会終結
の時をもって２年であります。

6.　当社は、田渕啓仁氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約
に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任
限度額としており、田渕啓仁氏が再任された場合には、同氏との間で当該
契約を継続する予定であります。

7.　当社は、田渕啓仁氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員と
して届け出ております。同氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き
同氏を独立役員とする予定であります。

　　
なお、会社法施行規則第76条に定める、監査役の選任に関する議案に記載すべ
き事項につきましては、上記の他に特記すべき事項はありません。
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第４号議案　補欠監査役１名選任の件

　平成23年６月28日開催の第86回定時株主総会において補欠監査役に選任された

城之尾辰美氏の選任の効力は本総会の開始の時までとされておりますので、法令

に定める社外監査役の員数を欠くことになる場合に備え、改めて補欠監査役１名

の選任をお願いするものであります。

　なお、本選任につきましては、就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役

会の決議によりその選任を取り消すことができるものとさせていただきます。

　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠の監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 　 　 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 お よ び
重　要　な　兼　職　の　状　況

所有する当社
株 式 の 数

じょう

城
の

之
お

尾
た つ

辰
み

美
(昭和15年４月26日生)

昭和34年４月　熊本国税局総務部採用

平成５年７月　東京国税局調査第一部調査情報課

長

平成７年７月　同局調査第一部調査管理課長

平成８年７月　同局調査第一部次長

平成９年７月　同局調査第三部長

平成10年７月　同局退職

平成10年８月　城之尾税理士事務所開設

　　　　　　　（現在に至る）

平成19年６月　テレビ東京ブロードバンド株式会

社非常勤監査役　

平成20年６月　ニチアス株式会社非常勤監査役

　　　　　　　（現在に至る）　

0株

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．城之尾辰美氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

３．城之尾辰美氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、次のとおりであり

ます。

　　城之尾辰美氏の長年の税理士としての経験に培われた税務知識を、同氏が

監査役に就任された場合に、当社の監査体制に活かしていただくため、補

欠の社外監査役としてお願いするものであります。

４．城之尾辰美氏が監査役に就任した場合には、会社法第427条第１項の規定に

基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定

であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第

１項に定める最低責任限度額としております。
　

以　上　
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インターネットでの議決権行使について
　
1.　インターネットによる議決権行使に際して、ご了承いただく事項
　
　議決権をインターネットにより行使される場合は、次の事項をご了承の上、行使
していただきますよう、お願い申し上げます。

　
１）インターネットによる議決権行使は、当社の指定する議決権行使サイト（下記

URLをご参照下さい）をご利用いただくことによってのみ可能です。なお、イン
ターネットにより、議決権を行使される場合は、招集ご通知同封の議決権行使
書用紙に記載の議決権行使コードおよびパスワードが必要となります。

２）今回ご案内する議決権行使コードおよびパスワードは、本総会に関してのみ有
効です。次の総会の際には、新たに議決権行使コードおよびパスワードを発行
いたします。

３）書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インターネ
ットの行使を有効な行使としてお取扱いいたします。

４）インターネットで複数回数議決権行使をされた場合は、最後の行使を有効な行
使としてお取扱いいたします。

５）インターネットに関する費用（プロバイダ接続料金・通信料金等）は、株主様
のご負担となります。

　
2.　インターネットによる議決権行使の具体的方法
　
１）http://www.it-soukai.com/またはhttps://daiko.mizuho-tb.co.jp/にアクセス

して下さい。
行使期間中の午前３時～午前５時は上記URLにアクセスすることができません。

２）議決権行使コードおよびパスワードを入力し、「ログイン」ボタンを押して下
さい。
議決権行使コードおよびパスワードは、招集ご通知同封の議決権行使書用紙右
下に記載しております。

３）画面の案内に従い、議決権を行使して下さい。
　
3.　ご利用環境
　

◎パソコン Windows機種
　 (PDA、携帯電話、ゲーム機には対応しておりません｡）
◎ブラウザ MicrosoftInternetExplorer5.5以上
◎インターネット環境 プロバイダとの契約などインターネットが利用できる

環境
◎画面解像度 1024×768以上をご推奨いたします。
＊Microsoft、Windowsは米国Microsoft Corporationの米国およびその他の国に
おける登録商標または商標です。
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4.　セキュリティーについて
　

行使された情報が改竄・盗聴されないよう暗号化（SSL128bit）技術を使用してお
りますので、安心してご利用いただけます。
また議決権行使書用紙に記載された議決権行使コードとパスワードは、株主様ご
本人を認証する重要なものです。他人に絶対知られないようご注意下さい。
当社より株主様のパスワードをお問い合わせすることはございません。

　
5.　お問い合わせ先について
　
１）議決権電子行使に関するパソコン等の操作方法等に関する専用お問い合わせ先

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル
電話　0120－768－524　　（フリーダイヤル）
（受付時間　9:00～21:00　土日休日を除く）

　
２）上記１）以外のお問い合わせ先

みずほ信託銀行　証券代行部
電話　0120－288－324　（フリーダイヤル）
（受付時間　9:00～17:00　土日休日を除く）

　
以　上



株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
　

　
会場：東京都千代田区丸の内三丁目２番１号

東京會舘　11階　「ゴールドルーム」
TEL (03)3215－2111

　

お濠お濠
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交通 ＪＲ線

地下鉄
有楽町駅　　　国際フォーラム口　　　　　　　　　　　　　　　　徒歩５分
東京メトロ千代田線「二重橋前駅」　最寄改札からＢ５出口まで　　徒歩２分
東京メトロ有楽町線「有楽町駅」　　最寄改札からＢ５出口まで　　徒歩３分
東京メトロ日比谷線「日比谷駅」　　最寄改札からＢ５出口まで　　徒歩６分
都営地下鉄三田線　「日比谷駅」　　最寄改札からＢ５出口まで　　徒歩３分

駐車場の用意がございませんので、公共の交通機関をご利用くださいますようお願い
申し上げます。


